
Information-technology Promotion Agency, Japan

Software
Engineering
Center

1Software Engineering CenterCopyright © 2009 ＩＰＡ, All Rights Reserved

「情報システム導入時の価値評価と合意形成に関する調査」

報告資料

独立行政法人情報処理推進機構
 ソフトウェア・エンジニアリング・センター



SEC
Software Engineering
for Mo･No･Zu･Ku･Ri

Software Engineering CenterCopyright © 2009 ＩＰＡ, All Rights Reserved 2

目次

１．調査の背景と目的

２．調査の実施内容
（１）意思決定の局面の設定

（２）ヒアリング調査票

（３）収集事例

＃１

 
＜旅行業N社＞

＃２

 
＜ITベンダF社＞

３．調査結果
（１）

 
意思決定事例の分析結果

（２）

 
価値評価モデルの試作結果

＜モデルA7＞開発体制の決定

＜モデルA10＞開発要件の決定

４．総括



SEC
Software Engineering
for Mo･No･Zu･Ku･Ri

Software Engineering CenterCopyright © 2009 ＩＰＡ, All Rights Reserved 3

１．調査の背景と目的

背景
情報システムが大規模・複雑化するに伴い、情報システム開発に関わるステーク
ホルダーも多様化・複雑化し、ステークホルダー間の調整や合意形成の良否が、
プロジェクトの成否に大きな影響を及ぼしている。

このような状況では、情報システムに対するステークホルダーの期待効果（=価値）
を把握することで、ステークホルダー間の利害関係を調整し、合意形成を導く必要
があると認識されている。

一方、明確に意識されて実践されているわけではないのも事実である。

目的
本調査では、情報システムの価値・効果を明確にすることで、情報システム開発に
関わるステークホルダーが様々な局面で意思決定するための方法、またステーク
ホルダー間の合意形成の方法を分析し、整理・モデル化を行い、実際の場面で活
用されることを目的とする。

以下を実施する。
情報システムの価値評価と、情報システム開発のステークホルダー間の合意形成及び意思決定に
関するプロジェクト事例を調査する。

事例を収集・分析し、情報システム開発におけるステークホルダー間の合意形成及び意思決定にお
いて参考となるモデルを提示する。
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２．調査の実施内容

(2)情報システム導入時の価値

 
評価と意思決定の実態調査

(2-1)ヒアリング項目の検討

(2-2)企業ヒアリングの実施

(5)報告書の作成

質問票

実施項目

アウトプット

凡例

プロジェクト

 
事例

調査報告書

SEC成果

(1)情報システム導入時の価値

 
評価と意思決定の手法調査

(1-2)有識者ヒアリング

(1-1)文献調査

(3)価値評価に基づく
意思決定モデルの試作

(3-1)価値評価手法のまとめ

(3-2)価値評価に基づく意思

 
決定モデルの試作

情報システム
価値評価手法

(4)価値評価に基づく意思決定
モデルの活用検討

(4-1)価値評価に基づく意思決定

 
モデルの活用検討

価値評価モデル

 
の活用方法

SEC成果

価値指向マネジメン

 
トフレームワーク

共通フレーム
や超上流

プロジェクト事例収集のためのヒアリング項目の
設計と整理に活用

プロセスの観点での整理に活用（共通フレーム）

契約・見積りのタイミング確認に活用（超上流）

※SEC成果

文献調査結果

有識者
ヒアリング結果

価値評価に基づく

 
意思決定モデル
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２-（１）意思決定の局面の設定

価値指向マネジメントWGで議論されていたIT-VDM/VOMでの議論等を活

 用し、局面と、そこでの重要と思われる意思決定を設定した。
⇒

 
ヒアリング調査票に反映

局
面

システム化企画

 
関連

プロジェクト計画関連 見積り関

 
連

契約関連 要求管理
／要件定
義関連

開発関連

意
思
決
定

情
報
シ
ス
テ
ム
導
入
判
断

情
報
シ
ス
テ
ム
受
注
判
断

予
算
枠
の
決
定

予
算
額
（
実
行
予
算
）
の
設
定

カ
ッ
ト
オ
ー
バ
ー
時
期
の
設
定

開
発
タ
イ
プ
の
選
定

開
発
体
制
の
決
定

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の
妥
当
性
判
断

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の
変
更

開
発
要
件
（要
求
内
容
）
の
決
定

見
積
り
金
額
の
決
定

契
約
方
式
の
選
定

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
合
意

機
能
要
件
の
選
定

要
求
変
更
の
受
入
れ
可
否

内
製
／
外
注
開
発

外
注
先
選
定

オ
フ
シ
ョ
ア
活
用
の
要
否

開
発
プ
ロ
セ
ス
の
選
定

開
発
技
術
の
選
定

リ
リ
ー
ス
判
断
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２-（２）ヒアリング調査票
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２-（２）ヒアリング調査票（続き）
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２-（３）収集事例＃１
 

＜旅行業N社＞

事例３： 機能要件の選定

旧システムをそのまま移行するのではなく、極力機能を絞り込む

意思決定のポイント
利用部門の中でも、「パワーユーザ」の反発があった。

業務上の支障が発
生しない

機能要件の絞り込み

【判断１】機能要件の選定（絞り込み）

①旧システムの利用状況を調査
②利用頻度が著しく少ない機能から順番に、「その機能を

 
除外した場合に、業務上の支障が発生しないか」を検

 
討し、発生しない場合は、移行対象機能から除外

③②による、開発費の削減額を試算
④削減目標額に達したところで、機能要件を確定

投資金額の削減
for ＣＩＯ

by 開発費削減額の試算

S/W開発費の削減目
標

現行業務の維持

for システム利用者

 

(特にパワーユーザ)
by

 

業務上の手間

※目標とするS/W開発費に収まる範囲に機能要

 

件を絞り込むことに成功。
特に問題は発生していない。

制約事項
(Condition)

価値の考慮
(Input)

判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)
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２-（３）収集事例＃２
 

＜ITベンダF社＞

事例２： オフショア活用の判断
制約事項

(Condition)
価値の考慮

(Input)
判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)

外注予算

コスト評価結果

【判断１】コストメリットがあるか

失敗時のリカバリ可
能性

①先方より見積りを取得
②自らも見積りを実施
③①、②より、コストメリットを判断
④失敗した際にリカバリが可能か否かを、発注内

 
容と納期等から判断

外注コスト削減（★）
for システム開発部門の担当者

by 単価の握りと
当方と先方の両方での見積り

for システム開発部門の担当者
by リカバリ可能性の定性評価

開発を委託

【判断２】開発力の確認

開発者の気質の査
定

①開発者の能力を評価するためテスト設計とテス

 
ト開発を実施

②同時に開発者の気質を評価
③上記より、開発力が妥当か否かを判断

開発者の能力の査
定

for システム開発部門の担当者
by テスト設計とテスト開発

★は、そのカテゴリ内で最重視しているもの

※想定どおりのコストで想定ど

 

おりの機能を開発することが

 

できた

※十分なコストメリットがあっ

 

た。国内の協力会社を使って

 

開発する場合の1/4で実現し

 

た

for システム開発部門の担当者
by テスト設計とテスト開発

品質目標

納期
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３．調査結果（１）
 

意思決定事例の分析結果

局
面

システム化企画関連 プロジェクト計画関連 見積り関連 契約関連 要求管理／要
件定義関連

開発関連

意
思
決
定

情
報
シ
ス
テ
ム
導
入
判
断

情
報
シ
ス
テ
ム
受
注
判
断

予
算
枠
の
決
定

予
算
額
（実
行
予
算
）
の
設
定

カ
ッ
ト
オ
ー
バ
ー
時
期
の
設
定

開
発
タ
イ
プ
の
選
定

開
発
体
制
の
決
定

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の
妥
当
性
判
断

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の
変
更

開
発
要
件
（要
求
内
容
）の
決
定

見
積
り
金
額
の
決
定

契
約
方
式
の
選
定

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
合
意

機
能
要
件
の
選
定

要
求
変
更
の
受
入
れ
可
否

内
製
／
外
注
開
発

外
注
先
選
定

オ
フ
シ
ョ
ア
活
用
の
要
否

開
発
プ
ロ
セ
ス
の
選
定

開
発
技
術
の
選
定

リ
リ
ー
ス
判
断

事例
数

5 2 2 1 2 2 4 1 3 4 2 1 1 5 2 2 1 2 1 3 4

区
分

企業 事例数 システム化企画関

 
連

プロジェクト計画関

 
連

見積り関連 契約関連 要求管理／
要件定義関連

開発関連

ベ
ン
ダ

 
企

 
業

金融・保険業A社 5 4 1

ITベンダ(金融・保険業)B社 4 1 1 1 1

ITベンダC社 3 1 2

ITベンダ(金融・保険業)D社 5 1 1 1 1 1

製造業E社 3 1 1 1

ITベンダF社 3 1 2

ユ
ー

 
ザ

 
企

 
業

金融・保険業G社 2 1 1

情報通信業H社 2 2

製造業I社 4 2 1 1

金融・保険業J社 2 1 1

製造業K社 3 1 2

情報サービス業L社 4 1 2 1

建設業M社 4 1 1 1 1

旅行業N社 4 1 1 1 1

金融・保険業O社 2 1 1
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３．調査結果（２）
 
価値評価モデルの試作結果

事例数が2以上のものを対象にモデルを試作し、12種類のモデルを作成。

局面 ID 意思決定 事例数 類型化の内容

システム化企画

 
関連

A1 情報システム導入判断 5 情報システム導入判断モデルを作成

A2 情報システム受注判断 2 情報システム受注判断モデルを作成

A3 予算枠の決定 2 予算枠の決定モデルを作成

プロジェクト計画

 
関連

A4 予算額（実行予算）の設定 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A5 カットオーバー時期の設定 2 カットオーバー時期の設定モデルを作成

A6 開発タイプの選定 2
＜開発タイプ選定の対象、背景が各事例で異なるため、類型

 
化の対象外＞

A7 開発体制の決定 4 開発体制の決定モデルを作成

A8 プロジェクト計画の妥当性判断 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A9 プロジェクト計画の変更 3 ＜計画の内容が各事例で異なるため、類型化の対象外＞

見積り関連
A10 開発要件（要求内容）の決定 4 開発要件（要求内容）の決定モデル

A11 見積り金額の決定 2 見積り金額の決定モデル

契約関連

A12 契約方式の選定 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A13 サービスレベルの合意 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A14 契約金額の決定 0 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

要求管理／要件

 
定義関連

A15 機能要件の選定 5 機能要件の選定モデルを作成

A16 要求変更の受入れ可否 2 ＜1社のみの事例提供のため、類型化の対象外＞

開発関連

A17 内製／外注開発の判断 2 内製／外注開発の判断モデルを作成

A18 外注先選定 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A19 オフショア活用の要否 2 オフショア活用の要否モデルを作成

A20 開発プロセスの選定 1 ＜事例数不足のため、類型化対象外＞

A21 開発技術の選定 3 開発技術の選定モデルを作成

A22 リリース判断 4 リリース判断モデルを作成
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３．試作したモデル（１）
 

＜モデルA7＞開発体制の決定

制約事項
(Condition)

価値の考慮
(Input)

判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

★は、そのカテゴリ内で最重視しているもの

【判断１】開発体制の妥当性の判断

①業務側で、導入を推進し、意思決定できる必要な体制が

 
明確になっているかを確認。

②業務側体制内の各メンバについて、納期までの間の稼働

 
が確保されているかを確認

③

 

①、②をもとに、業務側として導入を推進できる必要十分

 
な体制が確保されているかを判断

④開発側で、開発を推進できる必要な体制が明確になって

 
いるかを確認。

⑤開発側体制内の各メンバについて、納期までの間の稼働

 
が確保されているかを確認

⑥

 

④、⑤をもとに、開発側として開発を推進できる必要十分

 
な体制が確保されているかを判断

⑦ ⑥において、稼働または技術が不足すると判断する場合

 
は、開発ベンダ選定を行う。

業務側として必要な
体制が確保されてい
るか
開発側として必要な
体制が確保されてい
るか

納期

納期遵守（★）
for 業務部門の担当者

for 情報システム部門の担当者

本来業務を圧迫しない
こと

for 業務部門の担当者、部門長

業務側としての十分な
プロジェクト参画

for 情報システム部門の担当者

業務側メンバの稼働
可能工数

開発側メンバの稼働
可能工数

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)
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３．試作したモデル（１）
 

＜モデルA7＞開発体制の決定（続き）

開発ベンダの選定

【判断２】開発ベンダの選定

①複数ベンダを対象として想定
②ベンダ各社の開発力を、類似業務・システムの開発実績、

 
技術力（定性評価）とから評価

③ベンダ各社から開発見積りを取得
④

 

②、③から、ベンダを選定。選定時に開発力と予算遵守

 
のどちらにウェイトが置かれるかはケースバイケースであ

 
る。

制約事項
(Condition)

価値の考慮
(Input)

判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)

ベンダの開発力（★）

外注予算

for 情報システム部門の担当者
by ベンダの開発実績
by 技術力の定性評価

コミュニケーションプ
ランの妥当性

【判断３】コミュニケーションプランの妥当性の判断

①ステークホルダが広範に及ぶ場合、情報システム部門主

 
導で推進することは困難であるため、合意形成を円滑に

 
行う以下のような仕組みが確保されているかを確認する。
(a)情報システムの、業務、プロセス、システム、データの各

 
オーナーの参画を確保する仕組みがあるか？

 

※プロ

 
ジェクトオーナー制度等
(b)ステークホルダ間を調整する上位の組織あるいは活動

 
があり、その組織・活動の協力を確保する仕組みがある

 
か？

 

※全社横断的なBCPプロジェクトへの相乗り等

★は、そのカテゴリ内で最重視しているもの

意思決定の確度

意思決定のスピード
（★）

納期

for 情報システム部門長
by 意思決定に要する時間

for 情報システム部門長
by

 

要件変更の有無

予算の遵守

納期遵守

for 情報システム部門の担当者
by ベンダの開発見積り

for 業務部門の担当者
for 情報システム部門の担当者
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３．試作したモデル（２）
 

＜モデルA10＞開発要件の決定

制約事項
(Condition)

価値の考慮
(Input)

判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)

開発要件の実施優先順
位

【判断１】開発要件の実施優先順位付け

①開発要件の必要性を、業界動向等を考慮し

 
て判断

※法制度対応の場合のように、「必須」という

 
ものもある。

②開発要件の各々について、効果を評価
③

 

①、②から開発要件の各々について、実施

 
の優先順位を設定する。

開発要件の必要性
for 業務部門

by 要件ごとの必要性の定性評価

なし

開発要件の実現難易度

【判断２】開発要件の実現難易度の評価

①開発リスクを以下のような観点から評価する。
・

 

技術的な難易度
・

 

関連業務・システムへの影響度
②開発コストを以下のような観点から評価する。

・

 

ベンダの見積り金額
③

 

①、②から開発要件の各々について、実現

 
難易度を評価する。

開発リスクの極小化
for 情システム部門

by 技術的な難易度、
関連業務・システムへの影響度等

開発要件の効果（が
高い）

for 業務部門
by 効果の定性/定量評価

業界動向

開発コストの極小化
for 情報システム部門

by ベンダの見積り金額
※一般には、ベンダから実現方法と掛かるコストにつ

 

いての提案を取得する。

※業務部門（もしくは経営層）から、業務上（経営上）、

 

実現したい事項（＝開発要件）が既に提示されている

 

ことを前提としている。
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３．試作したモデル（２）
 

＜モデルA10＞開発要件の決定（続き）

制約事項
(Condition)

価値の考慮
(Input)

判断の方法

 
(How)

判断結果(の評価)

for ステークホルダ
by 評価軸(メトリクス)

★は、そのカテゴリ内で最重視しているもの

開発要件の決定

【判断３】開発要件の決定

①開発の実施優先順位（判断１の結果）の高い

 
ものから順に、開発期日に間に合い、開発

 
予算に収まる範囲で、開発要件を選択する。

 
その際、開発方針との合致性、実現難易度

 
（判断２の結果）を考慮する。

開発要件の実施優
先順位（★）

for 情報システム部門
by 実施優先順位

開発期日

開発予算

開発要件の実現難
易度

for 情報システム部門
by 実現難易度

開発方針

開発方針との合致性
for 情報システム部門
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４．総括

価値評価、合意形成は妥当な方法を見つけることが難しいとされながら、現場ではさ
まざまな実践がされており、豊富な取り組みがされている。今回、そのプロセスを整
理しまとめる方法を活用し、その一端をまとめることにより、現場で実践する人へ参

考材料を提供することができた。このように合意形成・意思決定の観点から具
体的な取組みを事例としてまとめた例はなく、ユニークな結果となっている。

最終的に22種類の局面を設定し、それぞれの具体的な事例として、全体で50事例を
収集、分析し、IPOモデルを中心に、何をインプットとして、どのように判断し、最終的
な意思決定・合意形成の結果としてアウトプットが出されているのかをまとめた。

インプットとなる「価値」の例、「制約」の例は、各局面で何を考慮する必要があるかに
気づきを与えるものとなっている。

各局面で、企業のビジネス、体制、分野等の文脈（ビジネスコンテキスト）に応じて、
適切な価値評価、合意形成がなされており、多様である。一方、多様な中にも、共通
的な活動、判断材料があり、価値評価、合意形成の共通項を12種類の価値評価モ
デルにまとめた。

上記の事例等の分析・まとめを通して、IPOモデルでの記述による整理はどの局面で
も、また、事例によらず汎用的な記述が可能であることが確認できた。

事例の整理方法、IPOモデルでの記述は、今後の事例の集積を実現するための手
法として活用可能である。
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